



































αij， tj，ωおよび γを第j財単位当りに使用される第 i要素量，第 j財価
格，名目賃金率および資本レンタルとしよう。二部門における利潤極大条件
は，




aL1 X1 + aL2 X2 = L， 




( 2 ) 
( 3 ) 
(ι) 
1. Chan (1978)， Eichengreen (1981)， J ohanssonと Lofgren(1980， 1981)や Das
(1982)で使用されるモデルでは，関税収入は家計に再分配されている。他の関税収入
の処分についての仮定は Tower(1973)で考察されている。






D2=Xム ( 5 ) 






制のもとで，貿易収支均衡は，P1=ψ?とP3= ( 1 + t ) epjを考慮に入れ
ると，
ばX1=必(1 + t ) D3 ( 7 ) 
となる。このとき，名目所得，y=ωL+γK， と所与の貨幣供給量 M，
の関数として表わされる貨幣保蔵は，
H( Y， M) = 0， 
である。
方程式(1)-(8)式において，体系は完結する3)





必=(8K2 e -8K1ん)/ Iθ1， 
( 9 ) 
( 9 -1 ) 
r =( 8Ll p-; -8L2 e) / I 8I . ( 9 - 2 ) 

















を得る。但し， I A I =ALlAK2 -AL2AK2であり ，AUは第 j部門で使用される
2 
第 i要素の配分シェアを表わす。また， SL=:ZIALjOKjσj> 0および sK=
2 
}; AKj D uσj> 0であり，これらにおいてめ=(au -aK.J / (i -UJ)は第j
部門における要素代替の弾力性である。
(10)に(9)式を用いると，
)(2 -)(1 =ーの(e -P2) -(1 / 1 A 1)L ， ( 11 ) 
を得る。但し， σsニ (sL+ sK) / ( IA 1 181)は供給側における財の聞の代替
の5単力'1主である。
(5)， (6)および(7)式をそれぞれ全微分することにより，これらより，
)(2 -)(1 =σ'D(e-P2)ー (1ー σ'n)dt/(1+t)， (12) 
を得る。但し， σDは需要側における財の間の代替の弾力性を表わす。
(1)と(12)式より，労働需要の変化を表わす式，
L=-IAI{(σs十 σ'n)(e -P2)一(1-σ'n)dt/(1+t)}， (13) 
を得る。
(8)式を全微分すると，
wLL+ eX1ε+ P2X2P2 = 0， 
となり，これに(13)式を代入すると，









e= (1/ .1)ω'LIAI(1-σD){8K1(1-μ2) + 8K2.μ2}dt/(1+t)， 
(17) 
P2= (1/.1)ω'LIAI(1-σD) { 8K1μ1 + 8K2( 1 -μ川dt/(1+ t). 
5 
(18) 
となる。但し，.1 = -eX1{ 8K1(1 -μ2) + 8K2μ2} -P2X2{ 8K1μ1 + 8K2(1-
μ1)} -wL 1 A 1 1θ1 (σ:s+σD)( 1-μI一 μ2)く Oである。
(17)と(18)式を(9 - 1 )と(9 -2 )式のそれぞれに代入すると，
w = (1/ .1) wL 1 A 1 (1 -σD) (8K1μ1 + 8K2.μ2) dt / (1 + t)， (19 ) 
r=(1/.1)ωL 1 A 1 (1ーぬ)(1 -8LlJ1.1-8L2μ2) dt / (1 + t)， (20) 
を得る。また， (19)から(20)式を引くと，






e -P2 = ( -1 / .1)ωLIAI181 (1-σD)(l-μI一 μ2)dt / (1 + t)， 
(22) 
を得る。そして(2)を(12)式に代入すると，産出量比率の反応は，
)(1-)(2=(-1/.1)(1-σD) (eX1{ 8K1( 1-μ2) + 8K2J1.2} 
十 P2X2{8K1μ1+ 8K2 (1-μ1) } 
+ wL 1 A 1181σ:s(1ー μI一 μ2)dt / (I + t)， ( 23) 
となる。 (2)と(23)式より明らかなように，(eーん)と ()(1-)(2)の符号は，




L=(-l/.1) IAI(l-σD) (eXd 8K1( 1-μ2) + 8K2J1.2} 









X1 ご (-1/.1)(1-σD)((AK2sL + AL2sK) wL( 1 -μ1-f.-l2) 
+ AK2eX1 { 8K1 ( 1一μ2)+ 8K2μ2} 
+ AK2P2X2{ 8K1μ1 + 8K2( 1 -μ1) } J dt/ (1 + t)， ( 25 ) 
X2 = ( 1/.1 ) ( 1 -σD) ((AL1sL + AK1sK) wL (1 -μ1-f.-l2) 
十 AK1eX1{ 8K1 ( 1 -f.-l2) + 8K2f.-l2} 





152-153= (一1/.1)σ'D(eX1{8K1 (1一μ2)+ 8K2f.-l2} 
十ρ，2X2{8K1μ1+ 8K2( 1-μ1) } 
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